


















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































交付していない 1万円未満 1万円以上2万円 未満
2万円以上3万円 未満 3万円以上5万円 未満 5万円以上10万円 未満























































衆議院議員 127,110,000 475 267,600 会派（１人会派含む） 780 月65万 毎月
参議院議員 127,110,000 242 525,248 会派（１人会派含む） 780 月65万 毎月
東京都 13,513,731 127 106,407 会派（１人会派含む） 720 月60万 毎月
栃木県議会 1,974,671 50 39,493 会派（１人会派含む） 360 月30万 ４半期
宇都宮市 519,364 45 11,541 会派（１人会派含む） 120 月10万 半期
小山市 166,973 30 5,566 議員 80 年80万 年１回
栃木市 159,171 34 4,682 会派（１人会派含む） 36 月３万 半期
足利市 149,412 24 6,226 議員 72 年72万 ４半期
佐野市 118,853 26 4,571 議員 30 年30万 年１回
那須塩原市 117,023 26 4,501 会派（１人会派含む） 24 月２万 年１回
鹿沼市 98,268 24 4,095 会派（１人会派含む） 30 月２万５千 半期
日光市 83,280 28 2,974 （制度なし）




大田原市 75,471 30 2,516 （制度なし）
下野市 59,375 18 3,299 （制度なし）
さくら市 44,961 18 2,498 （制度なし）




矢板市 33,359 16 2,085 会派又は議員 24 月２万 半期




高根沢町 29,637 17 1,743 （制度なし）
那須烏山市 26,948 18 1,497 （制度なし）
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那須町 24,884 16 1,555 （制度なし）




那珂川町 16,904 17 994 議員 18 月１万５千円 毎月初












塩谷町 11,468 12 956 （制度なし）
４　政務活動費の範囲について
（１）政務活用費の具体的な可能な範囲
　この調査研究活動を除く会派・議員としての活動は、地方自治法第100
条第14項の規定だけでは、その対象範囲が不明確である。平成24年改正
の際に示された総務省による区分も抽象的でかつ要請陳情活動だけしか例
示されていないので説明としては不十分であろう。確定しがたい具体的内
容について、その内容は、各地方公共団体が条例制定の際に考えるべきこ
となのであろう。「当該政務活動費を充てることができる経費の範囲は、
条例で定めなければならない。」と同条同項で義務化されているので、各
地方公共団体にその内容確定の負担がかかっている。
　全国市議会議長会が検討して取りまとめた「条例（例）（モデル条例）」
第６条では、政務活動費を充てることができる経費の範囲は、「会派及び
議員が行う調査研究、研修、広報、広聴、住民相談、要請、陳情、各種会
議への参加等市（区）政の課題及び市（区）民の意思を把握し、市（区）
政に反映させる活動その他住民福祉の増進を図るために必要な活動（政務
活動という。）に要する経費」であると一応規定している。各地方公共団
体においては、それぞれが、自主的自立的に規定すればいいのであり、こ
の条例（例）はあくまで参考例にすぎないが、実際には、各市とも、条例
政務活動費における透明性と妥当性の確保について（市村） 47
制定時には大いに参考にしたであろう。
　この市議会議長会の条例（例）では、前述の会派及び議員が支出できる
政務活動に要する経費の具体的な内容について別表で「使途基準」を示し
ている。概略は次のとおりである。
別表
項　　目 会派（会派が行う次のもの） 議員（議員が行う次のもの）
調査研究費 市の事務、地方行財政等に関する調査研究及び調査委託に関する経費
研修費 研修会を開催するために必要な経費、団体等が開催する研修会の参加に要する経費
広報費 活動、市政について住民に報告するために要する経費
広聴費
住民から市政及び会派の活動に対
する要望、意見の聴取、住民相談
等の活動に要する経費
住民から市政及び議員の活動に対
する要望、意見の聴取、住民相談
等の活動に要する経費
要請・陳情活動費
会派が要請、陳情活動を行うため
に必要な経費
議員が要請、陳情活動を行うため
に必要な経費
会議費
各種会議、団体等が開催する意見
交換会等各種会議への会派として
の参加に要する経費
各種会議、団体等が開催する意見
交換会等各種会議への議員の参加
に要する経費
資料作成費 活動に必要な資料の作成に要する経費
資料購入費 活動に必要な図書、資料等の購入に要する経費
人件費 活動を補助する職員を雇用する経費
事務所費 活動に必要な事務所の設置、管理に関する経費
　平成24年の改正以前に政務調査費の条例を制定していた各市において
も、使途基準を明治した別表が追加されている（9）。ただし、この条例（例）
とは類似はしているが、必ずしも同一の基準とはなっていない。
（２）栃木市・宇都宮市の事例
　栃木市が公表している平成27年度平成27年度政務活動費交付金収支状
況（資料参照）では、33人の議員、７会派と無所属議員６名が対象となっ
た。交付総額は11,880,000円、支出総額は8,737,046円、従って、執行率は
73.4％であり、残額は返還されている。会派、議員によって執行率には、
（9）　例えば、宇都宮市議会政務活動費の交付等に関する条例（平成13年３月23日条例第
６号）別表の使途基準はこれに倣って平成24年に追加された。
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100％から22％までばらつきがある。使い切ったのは１会派と３名の無所
属議員である。使途内訳は７事項に区分されている。調査旅費、研究研修
費、資料購入費、その他の経費の順に支出が大きい。
　宇都宮市では、平成27年度は９つの会派のみで１人会派が３件あり、
全体の執行率は、78.7％であった（資料参照）。98.4％から19.6％までばら
つきがあるが、大きな会派の執行率は良い。
５　透明性の確保問題：収支報告書と領収書の公開
　収支報告書と領収書はほとんど全ての市で公開対象となっており、活動
報告書についても63％が対象としている。会計帳簿と支出伝票も３割の
市が公開対象としている。旧政務調査費以来、多くの不祥事の指摘を受け
てきたため、時を経るに従い、地方公共団体の議会は極めて透明性と公開
性については厳格になってきた。
　また、収支報告書への領収書の添付についても、同様にほとんどの市に
おいて、全ての支出について添付を義務付けており、多くの地方公共団体
では、ホームページにおいて、収支報告書と場合によっては領収書の画像
も含めて、簡単に閲覧できるようになっている。その意味では、平成28
年時点での各地方公共団体の政務活動費の透明性はすでに非常に高いレベ
ルに達しているといえる。そもそも、情報公開条例も全ての地方公共団体
にはあるので、開示請求で全て閲覧可能なのであるから隠す理由もない。
　地方自治法では、旧政務調査費の時代から政務活動費の現在まで、一貫
して、交付を受けた会派や議員に、議長に対して、その収支報告書を提出
するよう義務付けてきた。しかし、地方自治法は、収支報告書の提出に関
連する詳細は定められていない。どこまでの書類をどのように求めるか
は、自治体の自由な判断の問題だとされてきた。しかし、実際に制度が施
行されていくと、市民オンブズマン運動やマスコミの格好の調査対象とな
り、各地で不適切な使途の事例が見つかり、批判を浴びることとなった。
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特に、当初の制度では、収支報告書に領収書の添付を求めていない地方公
共団体が多かったため、実質的に剰余金が発生した場合に、これを地方公
共団体に返還する義務を怠ったり不正に保留しようとするケースもみられ
るようになっていた。その場合、市民団体やマスメディアが情報公開条例
に基づいて情報の開示請求を行っても、行政機関に存在しない領収書は開
示されるわけもないので真相究明ができなかった。こうしたことへの批判
が、結局領収書の完全添付への圧力となり、平成24年改正での総務省か
らの「政務活動費の使途の適正性を確保するためにその透明性を高めるこ
と」という念押しとなった。その結果、平成27年の市議会議長会での実態
調査では、政務活動費の交付をしている713市のうち、710市はすべての
領収書の添付を義務付けており、一定額以上の支出について義務付けてい
る市が２市、義務付けていない市が１市残るのみとなっている。したがっ
て、外形的には、透明性は徹底されているといってよい。
　平成27年１月から12月までの一年間に、情報公開条例に基づく公開請
求があった市は、713市のうち、155市に過ぎなかった。そのほとんどの
請求対象は、収支報告書とその領収書であり、ほかに、関連する活動報
告書、視察報告書、会計帳簿、支出伝票などが請求されている。これに
対して、情報公開条例によらずに、収支報告書を公開している市は524市
（73％）あり、領収書や活動報告書・視察報告書も半数近くが公開してい
るから、調査したいと考える市民団体やマスメディアも、多くの場合は、
情報公開条例を利用するまでもなく、すべての情報を得られることが多い
といえる。町村の議会においても、政務活動費条例を制定している192町
村のうち、189町村が領収書の添付を義務付け、３町村が添付求めていな
いだけである。
白鷗法学　第23巻２号（通巻第48号）（2017）50
６　政務活動費（旧政務調査費）を巡る事件
（１）判例及び裁判例
　政務活動費は、前身である政務調査費の時代から、様々な問題事案を市
民団体やマスメディアが発掘して指摘し、第４号住民訴訟の対象とし、話
題となってきた。ここでは、まず、平成21年から平成26年にかけて過去
４年程度の最近の期間に、どのような判決が出されているのかを、判例地
方自治の記録から概観してみたい。
　主な判例は次のとおりであるが、多くは、会派や議員の政務調査費のあ
る支出が使途基準に対して目的外使用であるとして、首長はその議員や会
派の不当利得について、返還請求をするよう命令を求めるものである。
＊　 大阪府議会議員が政務活動費から支出した人件費の一部が目的外支出として違
法とされた事例（大阪地裁　21年12月25日判決、20（ワ）13363）
＊　 町議会議員が政務調査費から支出した広報費について、違法支出でないとされ
た事例（横浜地裁22年７月７日判決、21（行ウ）85）
＊　 大磯町議会議員が政務調査費から使途基準で認められている二紙目の新聞購読
費を支出したことについて、不当利得返還請求権行使を求める請求を棄却した
事例（横浜地裁22年７月７日判決、22（行ウ）２）
＊　 横浜市議会の会派及び議員の政務調査費に目的外支出が含まれているとして市
長に不当利得返還請求を行使するよう求めた請求について、住民訴訟の前提と
なる監査請求において、全ての執行について行い、請求の特定を欠いている不
適法を理由に却下した事例（横浜地裁22年９月29日判決、22（行ウ）15）
＊　 倉敷市議会議員が政務調査費から支出した代行運転代金について、議員から市
に返還していたために請求に理由がないとして棄却された事例（岡山地裁22年
11月17日判決、22（行ウ）８）
＊　 奈良県議会議員が政務調査費から支出した補助職員の人件費は使途基準に違反
せず、会派の海外調査についても裁量の逸脱はないと四号住民訴訟の請求を棄
却した事例（奈良地裁23年６月30日判決、22（行ウ）８）、控訴審も一審判決
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を維持（大阪高裁24年１月31日判決、23（行コ）96）
＊　 茨木市議会の会派及び議員らの政務調査費について四号住民訴訟の請求権が認
められないとして請求が棄却された事件（大阪地裁23年３月10日判決、20（行
ウ）77）
＊　 大阪府議会議員の政務調査費の一部が目的外に支出されたとして損害賠償請求
が認容された事例（大阪地裁23年４月６日判決、20（ワ）14355）
＊　 地方自治体から支出された政務調査費の一部が目的外に使用されたとして地方
自治体に対する不法行為が認められた事例（大阪地裁23年４月20日判決、20
（ワ）14354）
＊　 会派の政務調査費の支出が一部違法であるとして住民の請求が一部認容された
事例（札幌高裁23年11月25日判決、23（行コ）７・20）
＊　 領収書のない支出の一部が、政務調査費の目的内支出と認められた事例、監査
の結果、目的外支出とされた政務調査費について、市長が返還を求めないこと
が財産の管理を怠る事実に当たるとされた事例（横浜地裁24年１月18日判決、
19（行ウ）105）
＊　 大分県が会派に交付した政務調査費のうち、議会控室の補助職員の人件費の二
分の一が政務調査以外の活動分として違法支出と認定された事例（福岡高裁平
成24年１月31日判決、23（行コ）13）
＊　 弘前市から交付を受けた政務調査費を違法支出したとして議員らに不当利得の
返還請求を求めた四号住民訴訟で一部につき請求が認容され返還請求命令が出
された事例（仙台高裁平成23年５月20日判決（行コ）８）
＊　 堺市議会議員が政務調査費から支出した事務所の賃料等について提起された四
号住民訴訟において、賃料等は調査研究活動のために必要な費用に当たらない
として請求を認めた事例（大阪地裁24年10月18日判決、22（行ウ）160）
＊　 目黒区議会議員が政務調査費から支出した、住民として提起した住民訴訟の訴
訟費用について、当時の区の使途基準に適合しないとされた事例、区議会議員
が政務調査費から支出した市民として提起した住民訴訟の証拠等として使用す
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るとして区長から提供された区の機関の会議の録音テープの反訳、複製等の費
用が当時の区の使途基準に適合しないとはいえないとされた事例（最高裁（二
小）25年１月25日判決、22（行ヒ）42）
＊　 政務調査費から支出し購入した図書の一部について、議員としての活動ないし
その基盤とんる調査研究活動との関連性がなく違法であるとして、住民の請求
の一部が認容された事例（東京地裁25年４月24日判決、24（行ウ）524）
＊　 神奈川県議会の会派が支出した政務調査費の一部が使途基準に反した目的外支
出だとして住民訴訟の請求が一部認容された事例（横浜地裁25年６月19日判
決、20（行ウ）19）
＊　 柏原市議会の議員が出した政務調査費の一部が使途基準に反した目的外支出だ
として住民訴訟の請求が一部認容された事例（奈良地裁25年８月29日判決、24
（行ウ）５）
＊　 山梨県議会の会派が政務調査費を支出して、調査研究のため韓国及び屋久島を
訪問したことについて四号住民訴訟の請求が認められた事例（東京高裁25年９
月19日判決、25（行コ）167）
＊　 岡山県議会の議員が政務調査費の支出にかかる一万円以下の領収書その他の証
拠書類及び会計帳簿は、同県政務調査費条例及び同規程の下では、民事訴訟法
220条第４号ニ所定の「専ら文書の所持者の利用に供するための文書」に当た
らないとした事例、破棄自判（最高裁（二小）26年10月29日決定、26（行フ）３）
（２）報道された事件
　次に、最近のマスメディアをにぎわしてきた主な事件について触れてお
く。
　兵庫県議会野々村竜太郎議員事件
　兵庫県議会議員が、政務調査費の使用について刑事訴追を受け、平成
28年７月６日、神戸地裁は、日帰り出張を344回したこと、事務費で切
手、はがきを購入したことは虚偽だと認定し、詐欺と虚偽有印公文書作
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成・同行使の罪で、懲役３年、執行猶予４年を言い渡した。執行猶予の理
由は、議員辞職、全額返還の事実があり、またマスコミの報道で社会的制
裁は受けているからだとした（10）。
　富山県議会矢後肇議員事件
　富山県議会議員が、政務調査費及び政務活動費を平成22年９月から26
年９月の４年間にわたり、160冊、460万円分の図書の購入等に支出した
としてきたが、地元紙の追及を受け、全て虚偽であり、平成28年７月13
日、領収書を偽造し不正支出していたことを認め、副議長を辞職し、後に
議員も辞職した（11）。
　富山市議会事件
　富山市議会では平成28年に政務活動費の市政報告会に関連する架空請
求による不正支出が発覚し、40人の議員のうち13人が辞職した。このた
め、平成29年１月31日に、市議会は改革案をまとめ、会派に事前払い
し、議員はその都度会派に申請し、公認会計士の審査を経て事後払いを受
ける「実質事後払い方式」に変え、市政報告会での支出基準を厳しくし、
水増し請求があった茶菓子代は禁じることとした（12）。
７　政務活動費の評価
（１）必要性
　ここまで述べてきた結論として、政務活動費には、いくつかの問題があ
ると言わざるをえないものの、現在の自治体議会の議員の自治の中での役
割を考えれば、当然意義のあるものであり、条例制定は必要であろう。報
酬、議会内活動の費用弁償とは別個に、自治体議員には、その政策立案等
の本来の活動にふさわしい、政務活動費を公費として支弁した方が、地方
自治の発展のためによいのは当然である。
（10）　神戸新聞、平成28年７月６日付記事
（11）　毎日新聞、平成28年７月19日記事等
（12）　産経新聞、平成29年１月31日記事
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　高額の報酬を得て専業的に代表としての役割を果たすには、調査立法に
日々専心するべきだからである。そのための経費を自治体から支出して支
援することは望ましいことである。
（２）政務活動費について特に留意すべき点
　現状において、政務調査費の検討には、次の諸点が留意されるべきであ
ると考える。
　①住民の意見の反映
　その必要性、金額、内容について、住民の意見を十分に聞いた上で実施
する必要がある。議会のお手盛りで行うべきものではないであろう。全国
で問題が起きているのは、一つには住民が納得できない支出事例があるか
らである。参考人制度、意見交換の実施などによって住民の意見が十分反
映されたしくみにすることが必要であろう。
　②説明責任の所在
　透明性の確保は、議長に責任があるが、個別の支出内容についての説明
責任は、あくまで個々の議員にある。領収書等の真正さについて証明をす
る説明責任は個々の会派又は議員にある。
　③情報公開の責任
　収支報告書、領収書その他の資料は、これまでの不祥事を鑑みれば、そ
の適法性、公正性、妥当性を示すために、すべて公開とする必要があるだ
ろうし、それを条例、規程等で明確化していく必要がある。
　④使途基準について
　使途基準は、法と条例の適切な執行に大きな要素となるものであり、慎
重に、有効でできる限り詳細なものを作成していく必要があるだろう。ま
た、住民に政務活動費の意義と正当性を説明するためにも必要である。
　⑤収支報告書と領収書
　収支報告書には、その項目だけでなく、より詳細な使途明細書、どんな
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少額であってもすべての支出についての領収書の添付を義務付ける必要が
あるだろう。調査旅行、会議への参加等には、出張報告書などの提出を義
務付ける必要があるだろう。現実に発生した事件は、領収書が虚偽のもの
である場合があることも起きうるということであり、領収書以外に事実関
係を証明できる補助的な資料も必要だと言うことである。
８　より公正で安全な方法についての考察
（１）総論
　政務活動費の不祥事で騒がれるのは、多くの善良な議員にとっては不本
意なことであろう。その公正透明な手法を考えなければならない。これま
での各自治体議会での交付方法は、交付の回数はともかく、事前に全額交
付し、本人が自由に使用し、最後に収支報告書をまとめ、領収書等を添付
して議長に提出するものである。議員は住民の代表であって、住民そのも
のである。特別な善良さを持っているとか、事務処理能力に長けていると
いうような資質によって選出されているわけではない。
　たった一人で、時たま行う政務活動費の支出の基準に適合するかどうか
厳密に判断するのは案外難しく、領収書を保管しておいて年一回支出の結
果を取りまとめるというような方法では、荷が重いのではないか。収支の
管理、会計帳簿や領収書の保管などは、専属の事務担当者がいない限り、
実は現実的ではないのかもしれないし、個人の財布の中では、政務活動費
を別扱いにするのは難しいのかもしれない。
　これを、もし議長とその指揮監督下にある議会事務局で管理し、議員の
個々の支出の都度、議員が領収書を添付して申請して交付を受けていくし
くみとするなら、自然に使途基準は守られるだろうし、詐欺的な行為はほ
ぼおきないだろう。使用残額の返還作業も不要になるし、公開の作業も簡
単になる。
　このような観点から、平成28年８月下旬に、政務活動費の交付時期を
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前払いにせず、その個別案件ごとにその都度申請して支出する地方公共団
体の有無とその実情について、地方六団体のうち議会三団体及び当該市町
村に対して調査を行った。
　前掲の図２中の「その他」には、12市が含まれているが、このうち、
必要の都度申請をするように立法し運用しているのは、高山市（岐阜県）、
泉大津市（大阪府）、柳井市（山口県）の３市であることが判明した。残
りの市は一括交付の時期について変則的であるだけのものであった。
　その都度払いの方式は、不正や濫用を防ぐ方式として適切でありかつ簡
便なやり方だと思われるが、これらの３市は、規定の仕方も異なってお
り、互いに他の市の制度を知ることなく、それぞれが独自にこの方式を採
用したということであった。以下にそのしくみについて聞き取り調査をし
た結果を記しておく。
（２）三つのよい実例
　①岐阜県高山市
　規定：申請がある都度：条例第３条第１項「毎月、次条に規定する経費
に充てた額を交付する。」
　高山市の条例では、一議員当たり年間20万円と比較的高額であり、別
表（第４条関係）（平24条例22 ・追加）のとおり、調査研究研修関係に使
途を限定している。
項　　目 内　　　　容
調査研究費 会派等が行う市の事務、地方行財政等に関する調査研究及び調査委託に関する経費
研修費
会派等が研修会を開催するために必要な経費、団体等が開催する研修会の参加
に要する経費
資料作成費 会派等が行う市政に関する調査研究に必要な資料の作成に要する経費
資料購入費 会派等が行う市政に関する調査研究に必要な図書、資料等の購入に要する経費
　高山市議会によると、平成15年の政務調査費制度創設の時から、市政
調査費として「償還払い方式」を取っており、その当時なされた議論は残っ
政務活動費における透明性と妥当性の確保について（市村） 57
ていないので不明である。支払いは、①会派・議員が先ず支出し、②申請
書に領収書を添付して毎月末に議会事務局に提出、③要綱の要件に合致し
ているかの形式的妥当性を事務局が判断し、④支払いをする―という手順
により、事後に支出する。平成24年の法改正に伴って名称を「政務活動費」
に変更したが、中身は変えなかったし、人件費を出している会派や議員も
いないので、使途を拡大しようという議論もなかった。
　このしくみにおいて、創設から調査時点までの期間において、特に問題
は起きていない。ただし、議会基本条例に基づく議会改革の検討会におい
て、①４半期ごとの使用状況の公表は、毎月申請が出されているのだから
毎月公表にしてよいのではないか、②領収書は事務局では閲覧できるもの
の、ネット上では公表していないが、ネットでも公表してはどうか、③国
の地方自治法の規定と、同市条例の規定の書き方がうまく適合しておら
ず、適宜事務局に申請し年１回の収支報告書を出すとう無駄、二度手間が
生じていることなどがあり、条例の手続を見直せないか（現在の償還払い
方式を変えるという意味ではない。）などが話題になっているという。
　②大阪府泉大津市
規定：条例第３条第２項「政務活動費は、必要の都度交付する。」
　泉大津市議会では、政務活動費は一括して交付せず、必要の都度申請
し、使途に適合するものに交付することとしている。事務局の説明によ
れば、研修旅費などは議員から事前に申請を受け、審査して支払うし、
物品等は先に購入してもらい、領収書を付けて報告してきたものに支出し
ている。支払いと支出の前後は、タイミングによる。申請に対する支出の
判断は、事務局と議長が行う。かつては、一括払い方式だったが、このよ
うに変えたとのことであった。ただし、変更された経緯は不明であった。
自治体の支出決済、申請書、領収書、関連資料などがネットで公表されて
いる。ただし、全体を通じた一覧表はないようである。このしくみについ
て、これまで問題となるようなことは起きておらず、変えようという動き
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もないとのことであった。
　③山口県柳井市
規定：交付申請ごとにその都度交付：「請求があった日から起算して30日
以内」
　柳井市議会は、一括交付ではなく、必要の都度申請し交付される。会派
のみで、議員一人当たり月5,000円を交付する。条例にはその都度交付と
いう規定はなく、議会規則第４条の「前条の交付決定通知を受けた会派の
代表者は、市長に対し、政務活動費交付請求書を提出するものとする。」
という規定により、その必要の都度に交付することとして運用されてい
る。
　視察をする場合には、申請により、必要額を計算し概算払いで交付し、
事務局が審査し、後に清算をすることとなる。とはいえ、月額５千円、年
６万円なので、各議員は満額を使い切っているという。物品購入などは、
事前または事後の申請があり、事務局で審査し、交付している。金額も少
ないこともあり、これまで特に問題も起きてこなかったし、聞き取りを
行った時点では、これを変えようという動きもないそうである。
（３）実質後払い方式について
　また、宮城県、兵庫県、大分市などでは、その規則において、富山市の
現在のとりまとめ改革案と同様に、政務活動費を会派に対して前払いし、
議員は活動に際して立て替えし、清算後払いをする方式を取っている。公
正さと透明性を担保するしくみとしては、会派の実務の公正さと能力に依
存するものである。完全な事後払い方式では、中立的で公正さへの権威を
持つ議長と議会事務局が管理しているのに対して、若干の不安を残すもの
であると思う。そもそも、これまでの不祥事の中には、会派が絡んでいる
ものが散見されるのである。
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まとめ
　以上、政務活動費の意義と現状を観察し、地方自治の自主性自立性と矛
盾のない形での、問題点と改善方向を検討してきた。そこにみられたの
は、政務調査費時代からの「調査研究活動」に不適切なものが含まれてお
り、かつ、政務活動費時代になって大幅に使途範囲が広がったこと、その
中で、議員と会派の政治家的な振る舞いによって起きるべくして起きた不
正がみられることを確認した。問題の本質は、事前に一括払いを受けて現
金として保有している会派や議員というものは、それをなるべく使い切り
たいと思いがちであるということである。そこに多くの不祥事が起き、本
来は議会と議員の活性化のために重要な役割を果たすべき政務調査費の意
義を毀損し、ひいては議会自体への住民の不信感の増幅に繋がっていく。
　これらの問題に対しては、自治の視点から、各地方公共団体の意思と責
任において、自主的自立的な抑制を掛け、使途を適切な範囲にとどめ、支
出内容の適切さとその管理又は監視が適切に行われるようにすべきことが
必要である。
　そのためには、まず事後払い方式、償還払い方式などと呼ばれるしくみ
に変え、議長と議会事務局が全体を管理することがよいと思われる。
（本学法学部教授）
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